監査調書兼自主点検表

ケアハウス

監査年月日　　　　　　　　

施設名　　　　　　　　　　

１　　運営管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜ケアハウス＞　１
	 　①　施設の運営管理　　    　【対象職種】 施設長･事務員等

	 評　価

	  eq \o\ad(対象書類,　　　　　　)

	特　記　事　項

	根拠法令

	

	 1 施設長等の資格はあるか。
 2 施設長は、専任者が確保されているか。
 3 施設長は、他の役職を兼務している場合、施設の運営管理
  に支障が生じないような体制がとられているか。
 4 直接処遇職員等は、設備及び運営基準を充足しているか。
 5 人事管理は適正に行われているか。
 　　年度退職者　　　名　　　　年度退職者　　　名
 　退職理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 6 労務管理は、適正に行われているか。
 7 管理規程等は、適正に整備（運用）されているか。
 8 基本的な書式・規定は整備されているか。
 9 入所者は、入所要件を充足しているか。
 10 事業計画・事業報告は適正に策定（遂行）されているか。
 11 施設の運営に関して自主的内部点検を実施しているか。

	 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否

	 管理規程
 事業報告書
 事務分担表
 管理規程
 事業報告書
 事務分担表
 事務分担表
 出勤簿(ﾀｲﾑｶｰﾄﾞ)
 辞令発令簿
 休暇届
 入所案内書
 入所申込書
 利用契約書
 事業計画書
 事業報告書
 各種会議録

	 無資格者の場合、施設長資格認定講習の受講（予定）の　有・無　
 施設長の事務分掌　　　　　　　　          　 施設長の関与の　有・無　[職員会議録･ｹｰｽ記録･諸帳簿･日誌類等]

	 社会福祉法第19条

経費老人ﾎｰﾑ設備運営条例第５条
 社会福祉法人の経営する社会福
 祉施設の長について(社庶第83号局長通知)
 軽費老人ﾎｰﾑの設備及び運営に関する基準について
 第3-1
経費老人ﾎｰﾑ設備運営条例第７条 軽費老人ﾎｰﾑの設備及び運営
に関する基準について

第1-6  
経費老人ﾎｰﾑ設備運営条例第13条
 軽費老人ﾎｰﾑの設備及び運営
 に関する基準について
  
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 区分

	 総数

	 施設長

	生活相談員

	
	栄養士

	事務員

	 調理員

	 その他

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	 介護職員

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 基準

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 現員

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 管理規程

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 　職種の兼務等により最低基準の未充足となっていないこと

	
	
	

	
	
	
	 事務分担表　＝　管理規程　＝　現状との整合性の　適・否　
 出勤簿　＝　押印及び出張休暇等表示の　有・無　
 １～３の規定（必要記載事項）の　有・無　及び　適・否　
 　１　利用者の定員　２　利用料　３　処遇の方針等
 入所案内書(施設の概要･提供するｻｰﾋﾞｽ内容･利用料･利用要件)
 入所申込書(住民票･所得を証明する書類､健康診断書等＝添付の　有・無　)
 利用契約書(契約解除事項の記載の　有・無　、施設の提供サービスの記載の　有・無　）
   契約解除事項(1 利用者の条件に関して虚偽の届出を行った入所 2 利用料を支払わない場合 3 事務費の虚偽の減額申請 4 特養入所対象にも係わらず在
 　　　　宅福祉ｻｰﾋﾞｽを利用できない場合 5 金銭管理･ｻｰﾋﾞｽ利用できなくなった場合等)
 【入所要件】
 １　自炊ができない程度の身体機能の低下等が認められ、又は高齢等のため独立して
　生活するには不安が認められる者であって、家族による援助を受けることが困難なものであること
 ２　60歳以上であること。ただし、その者の配偶者、三親等内の親族、その他特別な事情により当該者と共に入所させることが必要と認められる者については、この限りではない。
 事業計画の策定過程　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 職員の意向の反映方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 入所者の意向の反映方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　　　　　
	 　　　　　　　　　　　　【対象職種】 施設長･事務員･看護婦等

	 評　価

	  eq \o\ad(対象書類,　　　　　　)

	特　記　事　項

	根拠法令

	

	 12 施設設備等は、設備及び運営基準に抵触していないか。
    また、設備の維持管理・用途は適正か。
 13 市町村、保健所、医療機関、社会福祉協議会等との連携は
  適切におこなわれているか。
 14 施設機能を活用したショートステイやデイサービスの実施
  等の在宅の老人対策に積極的に取り組んでいるか。

	 適・否
 適・否
 適・否

	
	 居室　　適・否　　　談話（娯楽・集会）室　　適・否  　　食堂　　適・否　
浴室　　適・否　　　洗面所　　適・否　　　便所　　適・否　　

調理室　　適・否　　　面談室　　適・否　　　洗濯室（場）　　適・否　
宿直室　　適・否　　　事務室等　　適・否　　　消火設備　　適・否　　
避難設備及び避難空地　　適・否　
　
 在宅福祉サービスのメニュー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	経費老人ﾎｰﾑ設備運営条例第10条
軽費老人ﾎｰﾑの設備及び運営
 に関する基準について
第2

	

	 ②　防災対策の充実強化【対象職種】 施設長･生活指導員等の防火管理責任者

	 評　価

	  eq \o\ad(対象書類,　　　　　　)

	特　記　事　項

	根拠法令

	

	 1 防火管理者は、当該施設の管理的立場にある職員が任命さ
  れているか。
 2 消防法令に基づく消防用設備、避難口は適正に設置・確保
  され、専門業者による定期的な点検がおこなわれているか。
 3 避難訓練は消防機関に消防計画を届出のうえ年２回以上実
  施されているか。
 4 特別養護老人ホームに管理宿直者は配置されているか。
 5 非常時発生の際の連絡・避難体制及び地域の協力体制は確
  立されているか。
 6 非常食等の予測される物資の把握及び平常時から相互支援
  関係にある施設、近隣施設等の協力体制について検討されて
  いるか。

	 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否

	 防火管理規程
 消防計画書
 防災関係書類

	 防火管理者　職・氏名　　　・　　　　　　　　　選任届出書控(講習受講年月日              )

	 消防法施行規則3条
 社会福祉施設における火災防止
 対策の強化について
 社施59号
 消防法17条
 消防法施行令
 社会福祉施設における防災対策
 の強化について 社施121号
 社会福祉施設における防火安全
 対策の強化について
 社施107号

	

	
	
	
	 消防計画書(地震防災応急計画)

	
	 消防署への提出年月日　　　　　　　　　　

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 ①自衛消防隊組織図・災害時の分担編成表（掲示場所　　　　　　　　　）
 ②避難場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 ③避難経路（避難経路図の周知状況・掲示場所　　　　　　　　　　　　　　　　）
 ④消防用設備
 　消火器　　　カ所（点検　有・無）　　避難口　　　　　カ所
 　屋内消火栓　　カ所（点検　有・無）　ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ 有・無（点検　有・無）
 　非常通報装置　　カ所（点検　有・無）
 ⑤避難訓練等　実施回数　　回（実施月　　　　　　　　　　　　　　　　　）
 　　　　　　（再掲：夜間又は夜間を想定した訓練の実施月　　月）
 　　　　　　　実施内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　記録の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　地域防災協力体制の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	


２　　会計経理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３　　　　
	 　①　施設会計の経理事務　　　　【対象職種】事務員等

	 評　価

	  eq \o\ad(対象書類,　　　　　　)

	 　　　　　　　　　　　　　　　特　記　事　項

	 　根拠法令

	

	 1 入所者の基本利用料は適正に決定されているか。
 2 入所者に係る収入認定は適正に行われているか。
 3 事務費補助金の請求事務は適正に行われているか。
 4 居住に要する費用は、適正に設定されているか（居住費基
礎額が上限であること）。
 5 居住に要する費用の退所時の返還は、適切に行われているか。

 6 特別運営費は適正に設定されるとともに適正に経理され
ているか（民間給与等改善費適用施設が対象、本人からの徴
収額（年額）が限度額）。
 7 人件費積立資産、修繕積立資産及び備品等購入積立
資産をそれぞれの目的以外に使用する場合、事前に県協議が行われているか。

 8 前期未支払資金残高を取り崩して使用する場合、県協
議が適正に行われているか（ただし、自然災害その他やむを
得ない事由によりその取り崩しを必要とする場合及び取り崩
す額の合計額が当該年度の拠点区分の事業活動収入計（予算
額）の３％以下である場合を除く。）。
	 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
適・否

	算定簿又はｹｰｽ記録
事務費補助金申請書・請求 書・・実績報告書
協議書・添付書類

貸借対照表・資金収支決算内訳書・資金収支予算内訳書・議事録等
	 別表Ⅱ－１（本人からの徴収額）の表に基づいているか。　　適・否　
 収入認定に係る挙証資料の整備の　　有・無　　　サービスの提供に要する費用の認定の　　適・否
生活費の設定の　　適・否　    居室に係る光熱水費の　　適・否　　　

入居者が選定する特別なサービスの提供を行ったことに伴い必要となる費用の　　適・否　
別表Ⅰ－１(申請書･請求書･実績報告書共通) の（年間）入所人員と実際との整合性等の　　適・否　
 居住費（基礎額）の設定方法
 　　施設の建設年次の施設整備費（土地取得費を除く) から、国庫・都道府県補助額、民間施
 　設給与等改善費管理費加算等のうち借入金返還予定額、都道府県等の借入金返還助
 　成額等公的補助額を差し引いた設置者負担額の範囲内の額を定員又は入所者数に
応じて配分した額（居住費基礎額）

 入所者が入所後一定の期間（20年を標準とする）未満の期間以内に退所した場合
 　一括支払い方式で支払われた居住に要する費用又は併用支払い方式による一括納入金を、一定期間から経過期間を差し引いた期間に応じ均等払いで、退所時に利用者に返還すること。

 特別運営費の設定の　　適・否　　　対象経費の　　適・否　　　

 経理の方法の　　適・否　　
社援発第0312001号局長通知の１(4)についてのみ運営費の弾力運用が認められる要件
を満たさない社会福祉法人が対象
 「社会福祉施設における積立資産の目的外使用及び前期未支払資金残高の取り崩し等の承認に係る事務処理要領」に基づく協議手続の　　適・否　　
　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　 　　　　適・否　
　
	経費老人ﾎｰﾑ設備運営条例第16条
経費老人ﾎｰﾑ設備運営規則第６条

軽費老人ﾎｰﾑの設備及び運営
 に関する基準について
第5-3
軽費老人ﾎｰﾑの利用料等に係

る取り扱い指針について
軽費老人ﾎｰﾑの設備及び運営
 に関する基準について
第１-４
 社会福祉法人が経営する社会

福祉施設における運営費の運
用及び指導について

社援発第0312001号
 
	

	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４　　
	
	 評　価

	  eq \o\ad(対象書類,　　　　　　)

	 　　　　　　　　　　　　　　　特　記　事　項

	 　　根拠法令

	

	 9 経理規程（経理規程に定める財務諸表・帳簿類を含む）の
  整備、運用及び予算の作成・執行は適正に行われているか。

 10 会計責任者と出納職員は別の者が任命され、また、事務手
  続過程における役割が明確にされる等内部牽制組織は確立さ
  れているか。

 11 会計経理及び契約は、経理規程に基づいて適正に行われて
  いるか。

 12 工事の発注、物品、給食材料の購入等は、複数業者からの
  見積合わせ、市場価格調査等により適正に行われているか。
  また契約書等は取り交わされているか。

 13 指名競争契約、随意契約は、合理的理由に基づき、行われ
  ているか。

 14 契約は、理事長またはその委任を受けた契約担当者以外の
  者が行っていないか。

 15 デイサービス会計、在宅介護支援センター会計等と施設会
  計との経費按分は適正に行われているか。
 16 寄附金の受入れは寄附者の意向に沿った会計区分になって
  いるか。

	 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否

	  経理規程
 (資金収支決算書・事業活動

計算書･貸借対照表･付属明
細書・財産目録･現金出納簿･
借入金台帳･固定資産物品台帳･
証憑書類等)
経理規程
契約関係書類
 経理規程
 仕訳伝票
 寄附金台帳
 収支計算書
 仕訳伝票

	 経理規程の　有・無　

 会計基準との整合性の　適・否　(会計方式･勘定科目･会計責任者と出納職員等)
 貸借対照表の科目（金額）と決算付属明細表、残高証明書との整合性の　有・無　
 　会計責任者　（氏名　　　　　　　　　　　発令年月日　　　年　月　日　）
 　出納職員　　（氏名　　　　　　　　　　　発令年月日　　　年　月　日　）
 　契約担当者　（氏名　　　　　　　　　　　委任年月日　　　年　月　日　）

 見積合わせの実施状況　適・否　

 市場価格調査等の実施状況　有・無　

	 社会福祉法人会計基準の制定につい
 て(社援発第0727第１号) ｢会計
基準｣
 指定介護老人福祉施設等に係る会計
 処理等の取扱いに ついて(老計
 8 号) ｢指導指針｣
社会福祉法人における入札契約等の取扱いについて(社援施第７号) 
  ｢取扱通知｣
 
	

	
	
	
	
	※社会福祉法人が対象
一般競争契約・指名競争契約・随意契約の区分　適・否　
 取扱通知１(3)(随意契約によることができる場合の一般的な基準)  別表   契約の種類　　        金額
 ア 売買、賃貸借、請負その他の契約でその予定価格が別表に掲げる契約の種類に   　1 工事又は製造の請負　　 250万円
応じ同表右欄に定める額を超えない場合       　　  　　　　2 食料品・物品等の買入　 160万円
 ｲ～オ   略　                              3 前各号に掲げるもの以外 100万円
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	併設施設と光熱水費の按分（率）状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 施設入所者以外に給食提供有の場合　給食材料の按分（率）状況　　　　　　　　
 貸方〔科目〕 寄附金収入　　　　　　　円

 寄附者内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	
	

	 17 みだりに入所者・施設職員等に寄附を求めていないか。ま
  た、取引業者から寄附を受けていないか。

18 寄附金台帳、寄附申込書及び受領書（控）は整理、保存

　されているか。

	適・否
適・否

	寄附申込書
	申込書の記載状況　自筆・代筆　 (可能な限り自筆によること)

	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５　
	 　②　入所者にかかる経理事務　【対象職種】 生活指導員･事務員等

	 評　価

	  eq \o\ad(対象書類,　　　　　　)

	 　　　　　　　　　　　　　　　　特　記　事　項

	 　根拠法令

	

	 1 入所者の所持金を、自己管理が可能な者についてまで、一
  律に施設が預かり金として管理していることはないか。

 2 自己管理のために必要となる保管場所の確保等の配慮がな
  されているか。

 3 入所者の依頼により預り金を保管している場合、預金通帳
  保管者、印鑑保管者がそれぞれ別に定められ、その保管場所
  も別々になっており、また、それを保管する金庫等の鍵につ
  いても別々に管理されているか。

 4 預り金の収支状況は、施設長により定期的（毎月）に点検
  されているか。

 5 預り金の払出しに当たって、入所者からの受領印をとって
  いるか。受領印をとることが困難な場合は、複数職員の立会
  いのもとに授受がなされているか。

 6 預り金の収支残高を定期的に入所者 (必要に応じて家族)
  に知らせているか。

 7 預かり金管理規程は整備されているか。

 8 一時金として管理費の一括払いを受けている場合に、払い
  受けた額を長期預かり金に計上し、毎月管理費充当分を管理
  費収入に移し替えているか。また、管理費収入以外に資金を
 流用して使用した場合に、年度末に戻し入れをしているか。

 9 長期預かり金勘定にかかる資金について、法人の運転資金
  口座と別の通帳で管理しているか。

	 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否

 適・否
 適・否

	 預り金台帳
 （総括表）
 （個別表）
  (払出預入依頼書)
  (受領書）
 預金通帳
 仕訳伝票
 預金通帳

	 預り金（通帳・印鑑）の対象者　　　人　　　預かり金（現金）の　有・無　
 自己管理に向けた検討状況(ｾｰﾌﾃｨﾎﾞｯｸｽ等)
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 預り金台帳の整備状況
 総括表（全員の残高・収支状況等）の　有・無　　受領書及び受領印の　有・無　
 個別表（個人の残高・収支状況等）の　有・無　　払出し預入依頼（申込）書の　有・無　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　複数職員の立会いの　有・無　
 ・本人を経由しない出納処理の　有・無　
 ①  有の場合の処理内容
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 ②　有の場合の挙証資料の整備状況　適・否　 (各種領収書)
 預り金残高の連絡回数(前年度)   連絡の具体的方法
 本人　　　　　　　　回　　　　本人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 家族　　　　　　　　回　　　　家族　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　払出し事務の流れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　預入事務の流れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 預かり金管理規程の内容
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	

	
	
	
	
	
	


３　　職員処遇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６
	 ①　給与及び労働条件等　　　　　【対象職種】 施設長･事務員等

	 評　価

	  eq \o\ad(対象書類,　　　　　　)

	 　　　　　　　　　　　　　　　　特　記　事　項

	 　根拠法令

	

	 1 給与水準は、施設所在地の地方公共団体等の給与水準を勘
  案する等妥当なものになっているか。

 2 給与規程は適正に整備、運用されているか。
 　初任給格付、前歴換算、標準職務についての基準が整備さ
  れ、給与格付、昇格、昇給、各種手当等の諸手当は諸規定に
  基づき、適正に実施されているか。
 3 非常勤職員等に対する雇用契約、賃金の支払い等が適正に
  行われているか。
 4 週40時間労働が実施されているか。

 5 年次有給休暇の取得及び夜勤、宿日直、産休・育児休業の
 取扱いは適切に行われているか。
 6 職員への健康診断は適正に実施されているか。
 7 退職手当共済制度への加入について配慮されているか。

 8 社会福祉・医療事業団に提出している本俸月額は適切か。
	 適・否
 適・否
 適・否
 適・否

 適・否
 適・否
 適・否

 適・否

	 給与規程(給料表
 ､標準職務表､初任給格付
 基準表､経験年数(前歴)
 換算表､昇格基準表)
 非常勤職員取扱規程
 雇用条件通知書
 賃金台帳
 就業規則
 勤務割表
 出勤簿
 超過勤務命令簿
 年次有給休暇処理簿
 健康診断記録
 掛金納付対象職員名簿

	 給料表（本俸）の適用状況　適・否　
 給料表（各種手当）の適用状況　適・否　（特殊業務・扶養・住宅・通勤・管理職等）
 　休日勤務 (135/100)超過勤務(125/100) ・深夜勤務(左記の25/100増し)以上の割り増し率 　適・否　
 標準職務表の適用状況　適・否　
 初任給格付基準表の適用状況　適・否　
 経験年数換算表の適用状況　適・否　
 昇格基準表の適用状況　適・否　
 給料表等の適用状況　適・否　
 　職員の勤務実態と出勤簿、給与台帳の整合性　適・否　
 　決定された給与と支給額の整合性　適・否　

 就業規則に定める勤務（休憩）時間と現状との整合性　適・否　
 労働基準法第24条協定(法定外賃金控除) 締結年月日平成　　年　　月　　日(職員給食費､退職共済､親睦会､財形等)
 労働基準法第36条協定(時間外･休日勤務)
 ・締結年月日平成　　年　　月　　日　　届出年月日平成　　年　　月　　日
 ・同協定と超過勤務命令の整合性　適・否　
 年次有給休暇の取得状況　適・否　
 前年度　産休取得人数　　　　人　　育児休暇取得人数　　　　人
 労働基準法第41条協定(監視又は断続的勤務) 許可年月日平成　　年　　月　　日
 実施回数　　　　回　　実施年月日　　年　　月　　日
 　夜勤者　　　　回　　実施年月日　　年　　月　　日　　　　年　　月　　日
加入人員　　　　人

	 労働基準法
 労働安全衛生規則

	

	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７
	
	
	
	
	
	

	 ②　福利厚生・業務省力化等　　　【対象職種】 施設長･事務員等

	 評　価

	  eq \o\ad(対象書類,　　　　　　)

	 　　　　　　　　　　　　　　　　特　記　事　項

	 　根拠法令

	

	 1 職員の所掌事務が明確にされ、それが有機的に機能してい
 るか。

 2 介護機器導入、業務の外部委託の推進等による業務省力化
 に努めているか。

 3 介護福祉士等の資格取得に向けた配慮がなされているか。

 4 雇用条件の明示等採用の適正化に努めているか。
 5 職員の計画採用に努めているか。
 6 職員に対するレクリェーション及び健康管理増進の実施の
  ための福利厚生センターの活用等の士気高揚策について配慮
  さているか。

 7 労働条件の改善等に配慮し、定着促進及び離職防止に努め
 ているか。
 8 研修が職員に対して計画的に行われているか。また、参加
者に偏りがないか。

 9 職種別に外部研修等への積極的参加が行われているか。

 10 内部研修及び新任研修等が行われているか。

	 適・否
 適・否
 適・否

 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否
 適・否

 適・否

	 事務分担表
 雇用条件通知
 辞令書
 研修計画
 復命書
 実施記録

	 業務省力化設備費補助金の活用状況
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
介護福祉士の資格取得者　　　　人

 雇用条件通知（辞令書）の内容と現状との整合性　適・否　
 養成施設への働きかけの状況
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 福祉人材センター及び福祉施設経営指導事業の活用状況
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 養成施設への働きかけの状況
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	 労働基準法

	


